
2025/05/20 12:45:40 / 24179574_株式会社ディスコ_招集通知_電子提供措置用

表紙*電子提供措置用*

株主総会資料の交付書面に関するお知らせ

当社では、本総会より、紙資源の節約による地球環境負荷の軽
減等を総合的に勘案し、書面交付請求をされていない株主様に
は「簡易な招集ご通知」をお送りしております。
株主総会資料一式につきましては、本資料１頁に記載の当社お
よび東京証券取引所のウェブサイトに掲載しておりますので、
ご確認下さいますようお願い申し上げます。

株主総会にご出席いただけない場合

書面（郵送）またはインターネットにより議決権を行使して下
さいますようお願い申し上げます。
議決権行使期限：2025年６月23日（月曜日）午後５時45分まで

第86回
定時株主総会
招集ご通知

開催日時 2025年６月24日（火曜日）
午後２時（受付開始　午後１時）
開催場所が昨年と異なっております。
お間違えのないようご注意下さい。

場所 コングレスクエア羽田
（｢羽田イノベーションシティ｣ゾーンＪ）
東京都大田区羽田空港一丁目１番４号
（京浜急行電鉄空港線・東京モノレール
「天空橋駅」HIcity口改札直結）

議　案
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件

証券コード：6146
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株主各位

証 券 コ ー ド 　 6 1 4 6
2 0 2 5 年 ６ 月 ２ 日

（ 電 子 提 供 措 置 の 開 始 日 　 2 0 2 5 年 ５ 月 2 9 日 ）
株 主 各 位

東京都大田区大森北二丁目13番11号

取締役　代表執行役社長 関  家  一  馬

当社ウェブサイト https://www.disco.co.jp/jp/ir/stock/meeting.html

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第86回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第86回定時株主総会を次頁のとおり開催いたします。
当日ご出席されない場合は、インターネット等もしくは書面（郵送）によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使して下さいま
すようお願い申し上げます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につ
いて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに「第86回定時株主総会
招集ご通知」として掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認下
さいますようお願い申し上げます。

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲
載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘
柄名（ディスコ）または証券コード（6146）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ
情報」を選択のうえ、ご確認下さいますようお願い申し上げます。

［インターネット等による議決権行使の場合］
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただ

き、議決権行使書用紙に表示された「ログインID」および「仮パスワード」をご利用のうえ、画
面の案内にしたがって、2025年６月23日（月曜日）午後５時45分までに議案に対する賛否を
ご入力下さい。

なお、インターネット等による議決権行使に際しましては、４頁の「インターネット等による
議決権行使のご案内」をご確認下さいますようお願い申し上げます。
［書面（郵送）による議決権行使の場合］

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2025年６月23日（月曜日）午後５
時45分までに到着するようご返送下さい。

敬　具

－ 1 －
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株主各位

１．日　　時 2025年６月24日（火曜日）午後２時（受付開始　午後１時)
２．場　　所 東京都大田区羽田空港一丁目１番４号

コングレスクエア羽田（｢羽田イノベーションシティ｣ゾーンＪ）
（末尾記載の｢株主総会会場ご案内図｣をご参照下さい。開催場所が昨年と異
なっております。お間違えのないようご注意下さい。）

３．目的事項
報告事項 1. 第86期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結計

算書類ならびに会計監査人および監査委員会の連結計算書類監査結果報
告の件

2. 第86期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件

     

１．新株予約権等に関する事項
２．業務の適正を確保するための体制
３．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
４．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
５．財務報告に係る内部統制に関する基本方針
６．連結株主資本等変動計算書
７．連結計算書類の連結注記表
８．株主資本等変動計算書
９．計算書類の個別注記表

記

以　上
◎当社は、法令および当社定款第15条の規定に基づき、次に掲げる事項をインターネット上の当

社ウェブサイトおよび東証ウェブサイトに掲載しておりますので､書面交付請求をいただいた株
主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

従いまして、当該書面は、監査委員会が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ
作成するに際して監査をした事業報告、連結計算書類および計算書類の一部であります。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトおよび東証ウェ
ブサイトにその旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載させていただきます。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で
議決権を行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。（ご捺印は不要です。）

本招集ご通知とあわせてお送りす
る議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示のうえ、切手を貼
らずにご投函ください。

次頁の案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2025年６月24日（火曜日）
午後２時（受付開始：午後１時）

2025年６月23日（月曜日）
午後５時45分到着分まで

2025年６月23日（月曜日）
午後５時45分

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に反対する場合
「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書はイメージです。

各議案につき賛否のご表示がない場合、当該議案に対し賛成の意思表示があったものとしてお取り扱いいたします。書面（郵送）およびインターネ
ットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネッ
トにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/ 　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってく
ださい。

1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パス
ワード」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 9：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

－ 4 －
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剰余金処分議案

第１号議案 剰余金処分の件

① 配当財産の種類 金銭

② 配当財産の割当てに関する事項およ
びその総額

当社普通株式１株につき金289円
総額31,328,954,543円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日 2025年６月25日　

株主総会参考書類

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

＜基本方針＞
　配当につきましては、業績に連動した配当政策とし、「連結半期純利益の25％」としております。
　ただし、利益水準にかかわらず、安定配当として半期10円（年20円）の配当金を維持いたします。
　また、年度末時点で、赤字の場合を除き、現預金残高が予定必要資金額を超過した場合は、追加配当
として余剰資金の３分の１を目処に上乗せすることを基本方針としております。

中間配当金 124円

期末配当金 289円

うち業績連動 163円

うち追加配当 126円

年間配当金 413円

配当性向（連結） 36.1％

［ご参考］
連結上期純利益の25％

連結下期純利益の25％

余剰資金の３分の１
（P20参考情報ご参照）

－ 5 －
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取締役選任議案

第２号議案 取締役９名選任の件

候補者番号
再 任

　

　

せ き

関
や

家
 

　
か ず

一
ま

馬 生年月日：1966年２月14日
性      別：男性

▶取締役会出席状況 100％（13回／13回）
　▶指名委員会出席状況 100％（ 5 回／ 5 回）
　▶報酬委員会出席状況 100％（ 7 回／ 7 回）
　▶所有する当社の株式数 2,100,600株

▶重要な兼職の状況 なし
　

１

●略歴、当社における地位および担当
    1989年    7 月 当社入社
    1994年    4 月 当社ＰＳ事業部技術開発部長
    1995年    6 月 当社取締役ＰＳ事業部副事業部長
    1998年    7 月 当社ＰＳカンパニーバイスプレジデント
    2002年    7 月 当社常務取締役

    2003年    4 月 当社ＰＳカンパニープレジデント
    2009年    4 月 当社代表取締役社長兼技術開発本部長

2022年    6 月 当社取締役代表執行役社長兼技術開
発本部長（現任）

　
●取締役候補者とした理由

当社における技術開発の知見と事業全般に関する深い知識および豊富なアイデアを持ち、今後も強いリーダ
ーシップを発揮し続けてもらうことが期待されるため、取締役候補者といたしました。
また、選任後は、引き続き指名委員および報酬委員として当社の取締役の人事および役員報酬制度等の決定
について当社執行側を代表する立場として関与する予定です。

取締役全員（11名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして
は、指名委員会の決定に基づき、社外取締役６名を含む取締役９名の選任をお願いいたしたいと存
じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者番号
再 任

　

　

よ し

吉
な が

永
 

　
 

　
のぼる

晃 生年月日：1957年８月23日
性      別：男性

▶取締役会出席状況 100％（13回／13回）　▶所有する当社の株式数 12,683株
▶重要な兼職の状況 DISCO HI-TEC AMERICA,INC.代表取締

役会長
DISCO HI-TEC (SINGAPORE) PTE LTD
代表取締役会長
DISCO HI-TEC CHINA CO.,LTD.董事長
DISCO HI-TEC TAIWAN CO.,LTD.董事長
DISCO HI-TEC KOREA Corporation代表
取締役

　

２

●略歴、当社における地位および担当
    1982年    4 月 当社入社
    2004年    7 月 当社ＰＳカンパニー海外統括部長
    2006年    7 月 当社執行役員ＰＳカンパニー海外営業部長
    2011年    6 月 当社常務執行役員営業本部長兼サービス

部長
    2015年    6 月 当社専務執行役員営業本部長兼海外

営業部長

    2017年    8 月 当社カスタマーエンジニアリング部長
    2019年    6 月 当社専務取締役営業本部長
    2021年    6 月 当社海外営業部長

2022年    6 月 当社取締役執行役副社長兼営業本部長
2023年    6 月 当社取締役代表執行役副社長兼営業

本部長（現任）

　
●取締役候補者とした理由

当社入社後、アプリケーションエンジニアとしての経験を積み、その後、主に海外においてその経験を営業
に活かしてきました。海外営業部門および海外子会社の責任者を長年務め、変化の激しい市場において営業
分野から当社の成長と発展に貢献しております。幅広い顧客との人脈と豊富な経験を経営に活かしてもらう
ため、取締役候補者といたしました。

－ 7 －
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取締役選任議案

候補者番号
再 任

　

　

た

田
む ら

村
 

　
た か

隆
お

夫 生年月日：1955年９月16日
性      別：男性

▶取締役会出席状況 100％（13回／13回）　▶所有する当社の株式数 3,200株
▶重要な兼職の状況 なし
　

３

●略歴、当社における地位および担当
    1977年    4 月 当社入社
    1995年    6 月 当社取締役
    1997年    7 月 当社サポート本部長代行兼総務部長
    1999年    4 月 当社サポート本部長（現任）
    2002年    8 月 当社サポート本部経理部長

    2011年    6 月 当社常務取締役
    2011年    9 月 当社サポート本部人財部長
    2018年    1 月 当社サポート本部総務部長

2022年    6 月 当社取締役執行役常務（現任）

　
●取締役候補者とした理由

海外現地法人の立ち上げなどの海外経験を積んだ後、当社の管理部門を統括する責任者を務めるとともに、国内外の
子会社を監督しております。その経験の幅広さと知識を経営に活かしてもらうため、取締役候補者といたしました。

－ 8 －
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取締役選任議案

候補者番号
再 任

　
社 外

　
独 立

　

と き

時
ま る

丸
 

　
か ず

和
よ し

好 生年月日：1959年３月28日
性      別：男性

▶取締役会出席状況 100% （13回／13回）
　▶監査委員会出席状況 100％（14回／14回）
　▶所有する当社の株式数 －株

▶重要な兼職の状況 なし
　

４

●略歴、当社における地位および担当
    1982年    4 月 住友信託銀行株式会社（現三井住友

信託銀行株式会社）入社
    2006年    6 月 同社リテール営業開発部長
    2008年    2 月 同社資産金融部長
    2009年    5 月 同社コンプライアンス統括部長
    2011年    4 月 同社業務監査部長兼三井住友トラス

ト・ホールディングス株式会社(現
三井住友トラストグループ株式会
社)内部監査部長

    2012年    4 月 三井住友信託銀行株式会社内部監査
部長兼三井住友トラスト・ホールデ
ィングス株式会社(現三井住友トラス
トグループ株式会社)内部監査部長

    2015年    4 月 同社執行役員内部監査部長兼三井住
友トラスト・ホールディングス株式
会社(現三井住友トラストグループ
株式会社)執行役員内部監査部長

    2015年    6 月 ミネベア株式会社（現ミネベアミツ
ミ株式会社）常勤社外監査役

2019年    6 月 当社社外監査役
2022年    6 月 当社社外取締役（現任）

　
●社外取締役候補者とした理由および期待される役割等

金融および法務関係の業務に永年携わってきた経験から、財務・会計、法務およびリスク管理に関する高い
見識を有していることから、社外取締役候補者といたしました。
また、選任後は、これらの知見を活かし、取締役会における経営の重要事項の決定および業務執行の監督に
貢献していただくことを期待し、引き続き常勤の監査委員長として執行役および取締役の職務執行の監査や
会計監査人の決定についても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。

－ 9 －
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取締役選任議案

候補者番号
再 任

　
社 外

　
独 立

　

お

隠
き

樹
 

　
の り

紀
こ

子 生年月日：1958年5月25日
性      別：女性

▶取締役会出席状況 100% （13回／13回）
　▶監査委員会出席状況 100％（14回／14回）
　▶所有する当社の株式数 －株

▶重要な兼職の状況 アルプスアルパイン株式会社社外取締役
　

５

●略歴、当社における地位および担当
    1982年    4 月 チェース・マンハッタン銀行（現JP

モルガン・チェース銀行）入社
    1988年    4 月 モルガン・スタンレー証券会社（現

三菱UFJモルガン・スタンレー証券
株式会社）入社
同社株式調査部

    2001年    12月 同社マネージング・ディレクター
    2004年    10月 同社投資銀行本部シニアアドバイザー
    2020年    6 月 アルプスアルパイン株式会社社外取

締役（現任）
    2022年    6 月 当社社外取締役（現任）

　
●社外取締役候補者とした理由および期待される役割等

証券アナリストとして、当社が属する半導体製造装置業界および当社の顧客が属する精密機器業界を永年に
わたり担当されてきたことから、豊富な業界知識と財務・会計に関する高い見識を有しております。それに
基づく多角的に企業を分析する高い見識も有していることから、社外取締役候補者といたしました。
また、選任後は、これらの知見を活かし、取締役会における経営の重要事項の決定および業務執行の監督に
貢献していただくことを期待し、監査委員として執行役および取締役の職務執行の監査や会計監査人の決定
についても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由
により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

－ 10 －
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取締役選任議案

候補者番号
再 任

　
社 外

　
独 立

　　

ま つ

松
お

尾 
あ

亜
き

紀
こ

子 生年月日：1964年12月１日
性      別：女性

▶取締役会出席状況 100％（13回／13回）
　▶監査委員会出席状況 100％（14回／14回）
　▶所有する当社の株式数 －株

▶重要な兼職の状況 慶應義塾大学理工学部機械工学科　教授
　

６

●略歴、当社における地位および担当
    1989年    4 月 株式会社リクルート入社
    1993年    3 月 同社退職
    2008年    4 月 慶應義塾大学理工学部機械工学科

教授（現任）

    2020年    4 月 一般社団法人日本航空宇宙学会会長
    2023年    6 月 当社社外取締役（現任）

　
●社外取締役候補者とした理由および期待される役割等

物理学、機械工学、特に計算機シミュレーションの分野における専門知識を有しており、アメリカにおいて
爆発や燃焼の研究に対して多大なる貢献をした研究者に与えられる「A.K.Oppenheim Prize賞」を受賞する
など、優れた研究実績を上げられております。また、国土交通省の審議会の非常勤委員に史上最年少で就任
するなど、社会からの評価が高い人物でもあります。その高い見識を当社の事業強化に活かしていただくた
め、社外取締役候補者といたしました。
また、選任後は、これらの知見を活かし、取締役会における経営の重要事項の決定および業務執行の監督に
貢献していただくことを期待しております。さらに、指名委員として、ジェンダーダイバーシティの観点を
取り入れた審議を促進していただくことに加え、報酬委員会の委員長として社会的な要請を踏まえた報酬体
系となるよう報酬委員会での議論を主導していただき、取締役および執行役の報酬等の決定に関して客観
的・中立的立場で関与いただく予定です。
なお、同氏は、直接会社の経営に関与された経験はありませんが、これまでの功績から、公明正大な視点で
社外取締役としての職務に真摯に取り組んでいただけるものと判断しております。

－ 11 －
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取締役選任議案

候補者番号
再 任

　
社 外

　
独 立

　　

こ

小
ばやし

林
 

 
え

英
つ

津
こ

子 生年月日：1972年12月６日
性      別：女性

▶取締役会出席状況 100％（10回／10回）
　▶指名委員会出席状況 100％（ 3 回／ 3 回）
　▶報酬委員会出席状況 100％（ 5 回／ 5 回）
　▶所有する当社の株式数 －株

▶重要な兼職の状況 東京大学大学院工学系研究科精密工学専攻
教授

　

７

●略歴、当社における地位および担当
    2006年    9 月 東京大学大学院工学系研究科助教授
    2007年    4 月 同大学大学院工学系研究科准教授
    2018年    3 月 東京女子医科大学先端生命医科学研

究所准教授

    2020年    4 月 東京大学大学院工学系研究科精密工
学専攻教授（現任）

2024年    6 月 当社社外取締役（現任）

　
●社外取締役候補者とした理由および期待される役割等

精密工学分野において、治療支援工学を専門とされ、手術ロボット等、メカトロニクス技術を用いた低侵襲
外科手術支援システムの研究等で、優れた研究実績を上げられております。さらに、「日本コンピュータ外
科学会における男女共同参画の取り組み」を共著で発表されたほか、学内や学術界のダイバーシティ推進活
動に積極的に携わっております。精密工学分野に関するメカトロニクス技術の研究者としての高い見識を当
社の事業強化に活かしていただくため、社外取締役候補者といたしました。
また、選任後は、これらの知見を活かし、取締役会における経営の重要事項の決定および業務執行の監督に
貢献していただくことを期待しております。さらに、指名委員会の委員長として、当社の取締役候補者の選
定に関して、ジェンダーダイバーシティの観点を取り入れた審議を促進していただくことに加え、報酬委員
として取締役および執行役の報酬等の決定に関して客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
なお、同氏は、直接会社の経営に関与された経験はありませんが、これまでの功績から、公明正大な視点で
社外取締役としての職務に真摯に取り組んでいただけるものと判断しております。

－ 12 －
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取締役選任議案

候補者番号
新 任

　
社 外

　
独 立

　　

ク リ ス テ ィ ー ナ

Christina L. 
ア メ ー ジ ャ ン

Ahmadjian 生年月日：1959年３月５日
性      別：女性

▶取締役会出席状況 －　▶所有する当社の株式数 －株
▶重要な兼職の状況 住友電気工業株式会社社外取締役

(2025年６月退任予定)
日本電気株式会社社外取締役
(2025年６月退任予定)
日本特殊陶業株式会社社外取締役
株式会社東京大学エッジキャピタル
パートナーズ社外取締役
国立大学法人北海道大学理事(非常勤)
大和証券株式会社社外取締役

　

８

●略歴、当社における地位および担当
    1995年    1 月 コロンビア大学ビジネススクール

助教授
    2001年    10月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科

助教授
    2004年    1 月 同大学大学院国際企業戦略研究科教授

2009年    6 月 エーザイ株式会社社外取締役
    2010年    4 月 同大学大学院国際企業戦略研究科研究

科長
    2012年    4 月 同大学大学院商学研究科教授
    2012年    6 月 三菱重工業株式会社社外取締役

2014年    6 月 株式会社日本取引所グループ社外
取締役

    2018年    4 月 同大学大学院経営管理研究科教授
    2018年    6 月 住友電気工業株式会社社外取締役

(現任)

    2019年    3 月 アサヒグループホールディングス株
式会社社外取締役

    2021年    6 月 日本電気株式会社社外取締役(現任)
    2022年    4 月 一橋大学名誉教授

立教大学経営学部国際経営学科特任
教授

    2022年    6 月 日本特殊陶業株式会社社外取締役
（現任）

    2023年    1 月 株式会社東京大学エッジキャピタル
パートナーズ社外取締役(現任)

    2024年    4 月 国立大学法人北海道大学理事(非常勤)
(現任)

    2025年    4 月 大和証券株式会社社外取締役(現任)

　
●社外取締役候補者とした理由および期待される役割等

企業経営、コーポレート・ガバナンスおよび組織文化の研究者としての豊富な経験と高い見識を有している
とともに、数多くの企業において社外取締役として経営に関与した経験を有しており、その経験・見識等を
当社のガバナンスや組織文化の強化等に活かしていただくため、社外取締役候補者といたしました。
なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、選任後は、
これらの知見を活かし、取締役会における経営の重要事項の決定および業務執行の監督に貢献していただく
ことを期待し、監査委員として執行役および取締役の職務執行の監査や会計監査人の決定についても、客観
的・中立的立場で関与いただく予定です。

－ 13 －
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取締役選任議案

候補者番号
新 任

　
社 外

　
独 立

　　

む ら

村
か み

上
 

　
あ つ

敦
し

士 生年月日：1961年５月９日
性      別：男性

▶取締役会出席状況 －　▶所有する当社の株式数 －株
▶重要な兼職の状況 ＭＳＴマーシュ株式会社代表取締役

社長兼ＣＥＯ
　

９

●略歴、当社における地位および担当
    1984年    4 月 株式会社三和銀行（現株式会社三菱

ＵＦＪ銀行）入行
    2010年    6 月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（現株式

会社三菱ＵＦＪ銀行）執行役員
    2010年    6 月 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ執行役員
    2016年    5 月 同社執行役常務
    2016年    6 月 同行常務取締役

    2017年    6 月 同行取締役常務執行役員
    2018年    5 月 株式会社三菱ＵＦＪ銀行専務執行役員
    2019年    6 月 エムエスティ保険サービス株式会社

代表取締役社長
    2023年    10月 ＭＳＴマーシュ株式会社代表取締役

社長兼ＣＥＯ(現任)

　
●社外取締役候補者とした理由および期待される役割等

金融機関において、企画・国際業務やリテール等、オールラウンドに金融業務に携わり、専務執行役員とし
てグローバルコマーシャルバンキングを管掌した経験を有しています。さらに、2社において代表取締役社長
を務める等、経営者としての豊富な経験と幅広い知識を有していることに加え、米国ニューヨーク州の弁護
士資格を保有しております。これらの知識・経験から同氏を社外取締役候補者といたしました。
また、選任後は、これらの知見を活かし、取締役会における経営の重要事項の決定および業務執行の監督に
貢献していただくことを期待し、監査委員として執行役および取締役の職務執行の監査や会計監査人の決定
についても、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。

－ 14 －
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取締役選任議案

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．時丸 和好氏､隠樹 紀子氏、松尾 亜紀子氏、小林 英津子氏、Christina L. Ahmadjian氏およ

び村上 敦士氏は、社外取締役候補者であります。
３．時丸 和好氏は、現在、当社の社外取締役であります。その在任期間は、本総会終結の時をも

って３年となります。なお、同氏は当社社外取締役の就任以前に当社社外監査役であり、その
在任期間３年を加えた在任期間は６年となります。

４．隠樹 紀子氏は、現在、当社の社外取締役であります。その在任期間は、本総会終結の時をも
って３年となります。

５．松尾 亜紀子氏は、現在、当社の社外取締役であります。その在任期間は、本総会終結の時を
もって２年となります。

６．小林 英津子氏は、現在、当社の社外取締役であります。その在任期間は、本総会終結の時を
もって１年となります。

７．時丸 和好氏、隠樹 紀子氏、松尾 亜紀子氏および小林 英津子氏を東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として届け出ております。各氏が再任された場合は、当社は引き続き各氏を独立
役員とする予定であります。
また、Christina L. Ahmadjian氏および村上 敦士氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立
役員としての要件を満たしており、両氏が選任された場合は、当社は両氏を独立役員として同
取引所に届け出る予定であります。

８.  当社は､非業務執行取締役である時丸 和好氏、隠樹 紀子氏、松尾 亜紀子氏および小林 英津子
氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第
１項に定める最低責任限度額としており、各氏の再任が承認されますと、当該契約は継続され
ます。また、Christina L. Ahmadjian氏および村上 敦士氏の選任が承認されますと、新たに
同様の責任限定契約を締結する予定であります。

９.  当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険
会社との間で締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告に記載のとおりでありま
す。各取締役候補者の再任また選任が承認されますと、各取締役は当該保険の被保険者に含め
られることとなります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内容での更新を予定
しております。

10. 小林 英津子氏の取締役会出席状況は、2024年６月21日開催の第85回定時株主総会において
取締役に選任された後に開催された取締役会のみを対象としております。

11. 社外取締役候補者小林 英津子氏の戸籍上の氏名は、正宗 英津子であります。
12. 社内取締役候補者は役職順、社外取締役候補者は就任順で記載しております。
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（ご参考）取締役のスキルマトリックス

候補者
番 号 氏 名 代 表

執行役 執行役
指名委員会 報酬委員会 監査委員会 代表執行役

評価委員会
委員長 委員 委員長 委員 委員長 委員 委員長 委員

1 関家 一馬 ○ ○ ○

2 吉永　 晃 ○

3 田村 隆夫 ○

４ 時丸 和好 〇 ○

５ 隠樹 紀子 ○ ○

６ 松尾 亜紀子 〇 〇 ○

７ 小林 英津子 〇 〇 〇

８ Christina L. 
Ahmadjian 〇 〇

９ 村上 敦士 〇 〇

１．各取締役の執行役との兼任等と所属を予定する委員会について
　第２号議案「取締役９名選任の件」が承認可決された場合の委員会構成は、次のとおりを
予定しています。

（注）表中、社外取締役は背景をグレーで表示しております。

［ご参考］
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（ご参考）取締役のスキルマトリックス

候補者
番　号

氏　名
ジェンダー

経営
当社事業/
業界経験

･知識

イノベーション
/技術

国際ビジネス
/国際的経験 財務・会計 法務 リスク管理

ESG
(環境・社会・
ガバナンス)男性 女性

１ 関家 一馬 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２ 吉永　 晃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

３ 田村 隆夫 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 時丸 和好 ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 隠樹 紀子 ○ ○ ○ ○ ○

6 松尾 亜紀子 ○ ○ ○ ○

7 小林 英津子 ○ ○ ○ ○

８ Christina L. 
Ahmadjian ○ ○ ○ ○

９ 村上 敦士 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２．取締役のスキル・マトリックス
　当社の取締役会は、事業に伴う知識、経験、能力のバランスに配慮しつつ、イノベーション
や技術に関する知見を有する社外取締役を加え、さらにダイバーシティの観点からも適切と思
われる人員で構成することを基本的な考えとしております。
　また、各取締役の知識、経験に加え、DISCO VISION 2030に掲げる「全企業活動を通じ
サステナブルな社会の実現に貢献する企業となっている」などの重要な経営戦略に照らし、必
要となるスキルを加え、特定しております。
　なお､このスキル・マトリックスは､外部環境や当社の状況を踏まえ､適宜見直しを行ってま
いります。

（注）表中、社外取締役は背景をグレーで表示しております。
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（ご参考）取締役のスキルマトリックス

スキル 定 義

経営
企業経営の経験（取締役・執行役・執行役員)または経営学に係る知見を
有していること
※ただし、社外取締役の経験のみは除く

当社事業/業界経験・知識 半導体業界に係る知見・経験を有していること

イノベーション/技術 技術・生産・品質に係る高度な専門的知見または優れた研究実績を有し
ていること

国際ビジネス/国際的経験
・国際的な企業における経営・事業運営経験
・国際的な機関における組織運営経験
・国際的な企業または機関における勤務経験・優れた研究実績
上記のいずれかを有していること

財務・会計

・金融機関における業務経験
・公認会計士等の資格保有
・事業会社(関係会社などを含む)において財務責任者としての役割を経験
・資本市場との対話に係る知見・経験
上記のいずれかを有していること

法務
・企業法務・コンプライアンス・ガバナンスに係る知見・経験
・弁護士等の法律関係の国家資格
上記のいずれかを有していること

リスク管理
・リスク管理に係る知見・経験
・リスク管理に関する委員会(役員クラス)のメンバーを務めた経験
上記のいずれかを有していること

ESG(環境･社会･ガバナンス) 気候変動、人的資本、ガバナンス等、サステナビリティに係る知見・経
験を有していること

「取締役のスキル・マトリックス」に定めるスキルの定義
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ご
参
考

2025/05/20 12:45:40 / 24179574_株式会社ディスコ_招集通知_電子提供措置用

（ご参考）取締役のスキルマトリックス

３．独立性判断基準
当社では、独立社外取締役を選任しようとする場合の候補者の独立性について、以下の項目の
いずれかに該当する場合に独立性を有しないものと判断します。

⑴　当社および当社の関連会社（以下「ディスコグループ」という）の業務執行者（「業務執
行者」とは、法人その他の団体の業務を執行する取締役、執行役、執行役員または支配人
その他の使用人等をいう。以下同じ）または業務執行者であった者

⑵　ディスコグループを主要な取引先とする者（「主要な取引先」とは、直近の１事業年度に
おいて、ディスコグループとの取引に関して当社の年間連結売上高の２％を超えて支払い
をした者または支払いを受けた者、もしくはその取引先からの借入金額がディスコグルー
プの総負債額の20％を超える者をいう。以下同じ）またはその業務執行者

⑶　ディスコグループの主要な取引先またはその業務執行者

⑷　ディスコグループから役員報酬以外に多額（「多額」とは、過去３事業年度における年間
支払額の平均額が1,000万円を超える額をいう）の金銭その他の財産を得ているコンサル
タント、会計専門家または法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体であ
る場合は、当該団体に所属する者）

⑸　当社の主要株主（「主要株主」とは、当社の総議決権の５％超の議決権を直接または間接
に保有している者をいう）またはその業務執行者

⑹　ディスコグループが総議決権の５％超の議決権を直接または間接に保有している者または
その業務執行者

⑺　現事業年度を含む過去10年間において上記⑵～⑹に該当していた者

⑻　上記⑴～⑺に該当する者が重要な者（「重要な者」とは、取締役（社外取締役を除く）、
執行役、執行役員および部長格以上の上級管理職にある使用人をいう）である場合には、
その者の配偶者または２親等以内の親族にあたる者

⑼　当社の社外役員（社外取締役または社外監査役)としての在任期間が通算で10年を超える者
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ご参考

４．追加配当の計算式

１／３

135億円
①業績･財務状況

に連動
追
加
配
当②計画に基づく

引き当て

年度末現預金
1,684億円 ※1

必要資金
1,278億円

余剰資金
406億円

運転資金
前期

連結売上高÷12ヶ月×２ヶ月
655
億円

長期有利子負債
返済資金 －

①

②

必要資金の内訳

技術購入予備費（Ｍ＆Ａ含む）
連結売上高
過去３年平均×10％

280
億円 税金･配当 等 368

億円

設備拡張資金
羽田R&Dセンター建替 等

225
億円

③ 技術購入予備費の
取り崩し

▲250
億円 ※2

追加配当：余剰資金の３分の１を目処に業績連動配当に上乗せ

※１．年度末現預金･･･契約負債（前受金）金額などを考慮
　２．技術購入予備費の取り崩し･･･研究開発用不動産の購入に伴い技術購入予備費

を取り崩し
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ご参考

５．代表執行役評価委員会
　代表執行役の業務執行の適切性を評価する代表執行役評価委員会は、独立社外取締役８名で構
成しています。事業年度の終了した日以降最初に到来する12月に開催される取締役会において
報告できるように、前事業年度までの代表執行役のコアマネジメント施策、業績等の状況を評価
し、評価結果は、代表執行役へ通知、取締役会へ報告します。また、必要に応じて代表執行役の
解職等を取締役会へ勧告します。

経営会議 執行役

代表執行役

株  主  総  会

経
営
監
督
機
能

業
務
執
行
機
能

取締役会

指名委員会 報酬委員会 監査委員会代表執行役
評価委員会

評 価 /
評価結果の
通知

評価結果の報告
必要に応じて

代表執行役の解職勧告

以　上
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事業の状況１

(2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで)

売上高
3,933億円

営業利益
1,668億円

経常利益率
43.0％

経常利益
1,689億円

親会社株主に帰属する当期純利益
1,238億円

ＲＯＥ
27.6％

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過および成果

①　事業の状況

当連結累計期間（以下、当期）の半導体市場は、スマートフォンやＰＣ等の最終製品需要
に本格的な回復がみられない中、ＥＶ向けのパワー半導体や生成ＡＩ関連の高性能半導体な
ど、一部の用途において高水準の設備投資が継続しました。このような市場環境のもと、精
密加工装置の出荷は付加価値の高い製品を中心に底堅く推移し、消耗品である精密加工ツー
ルの出荷も顧客の高い設備稼働率に連動し高水準で推移しました。

これらの結果、通期の出荷額、売上高ともに５期連続で過去最高を更新しました。損益に
ついては、人件費や研究開発費などの販売管理費が大きく増加したものの、出荷済み装置の
検収進捗による増収と、高付加価値案件の増加や為替影響等に伴うＧＰ率の上昇により営業
利益は大幅な増益となりました。

以上の結果、当期の業績は次項のとおりとなり、各利益において過去最高を更新しまし
た。
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事業の状況２、直前３事業年度の財産および損益の状況

　売上高3,933億13百万円（前期比27.9％増）、営業利益1,668億34百万円（同37.3％
増）、営業利益率42.4％、経常利益1,689億43百万円（同38.0％増）、経常利益率43.0％、
親会社株主に帰属する当期純利益1,238億91百万円（同47.1％増）、純利益率31.5％となり
ました。
　なお、当期時点で「４年累計経常利益率」は40.0％（前期は37.0％）となり、当社の目指
すべき目標の一つである「４年累計経常利益率20％以上」を９期連続で達成しました。

②　設備投資の状況
　当期において実施した当社グループの設備投資の総額は698億35百万円で、その主なもの
は、研究開発用土地、建物および設備の取得、製造用設備の取得であります。

③　資金調達の状況
　該当事項はありません。

区 分
第83期

2021.4.1～
2022.3.31

第84期
2022.4.1～

2023.3.31

第85期
2023.4.1～

2024.3.31

第86期
(当連結会計年度)
2024.4.1～

2025.3.31

売 上 高 (百万円) 253,781 284,135 307,554 393,313

経 常 利 益 (百万円) 92,449 112,338 122,393 168,943
親会社株主に帰属
する当期純利益 (百万円) 66,206 82,891 84,205 123,891

１株当たり当期純利益(円) 611.67 765.47 777.29 1,143.26

総 資 産 (百万円) 404,540 468,797 556,058 654,087

純 資 産 (百万円) 293,812 348,041 406,560 492,703

１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 2,702.98 3,202.14 3,740.04 4,530.86

⑵　直前３事業年度の財産および損益の状況

(注) １．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産
は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．2023年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っており、第83期の期首に当該
株式分割が行われたと仮定して「１株当たり当期純利益」および「１株当たり純資産」を算定してお
ります。
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重要な親会社および子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

株式会社ダイイチコンポーネンツ 20 100.0
電動機、発電機、静止形電源
装置、自動制御機器等電気機
械器具の製造および販売

百万円

株式会社ディスコＫＫＭファクトリーズ 490 100.0
当社製造の半導体製造装置等
を利用した半導体部品、電子
部品の製造請負

千米ドル
DISCO HI-TEC AMERICA, INC. 1,000 100.0 当社製造の半導体製造装置等

の販売および保守点検
千Ｓドル

DISCO HI-TEC (SINGAPORE) PTE LTD 900 100.0 当社製造の半導体製造装置等
の販売および保守点検

千ユーロ
DISCO HI-TEC EUROPE GmbH 1,278 100.0 当社製造の半導体製造装置等

の販売および保守点検
千米ドル

DISCO HI-TEC CHINA CO.,LTD. 8,000 100.0 当社製造の半導体製造装置等
の販売および保守点検

千ＮＴドル
DISCO HI-TEC TAIWAN CO.,LTD. 30,000 100.0 当社製造の半導体製造装置等

の販売および保守点検
百万ウォン

DISCO HI-TEC KOREA Corporation 1,500 90.0 当社製造の半導体製造装置等
の販売および保守点検

⑶　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
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対処すべき課題

⑷　対処すべき課題
　今後は、情報通信技術の進展等によりAI、IoT、自動運転技術等に関連する分野での当社の
「Kiru・Kezuru・Migaku技術」の用途の拡大が見込まれます。加えて、脱炭素社会への移行を
背景とした半導体需要の高まりによって、中長期的に当社製品の需要が拡大すると考えておりま
す。このような状況下においても、引き続き、当社のミッション：｢高度なKiru ･Kezuru ･
Migaku 技術によって遠い科学を身近な快適につなぐ」の実現性の向上とステークホルダーとの
価値交換性の向上を軸に事業活動を行ってまいります。

① ミッションの実現性の向上
　上記の中長期的な当社製品の需要を取り込むために、｢高度なKiru・Kezuru・Migaku技
術」を核として、単に製品を販売するのではなく、装置、消耗品、そして、装置と消耗品を組
み合わせ最適な加工条件を導き出すアプリケーション技術、これら３つの技術力を背景に、顧
客の加工課題に対するトータルソリューション（総合的な解決策）を提供いたします。また、
トータルソリューションの迅速な提供に必要なリソースの最適化や仕組みづくりを進め、
「Kiru・Kezuru・Migakuの探究ならばディスコ」と先端技術に携わる人々から認められる状
態を追求してまいります。そのためには、継続的な技術開発が必要ですので、研究開発設備の
投資等のための財務的・経営的基盤作りに注力してまいります。

② ステークホルダーとの価値交換性の向上
　当社は、上記のミッションの実現性の向上のためには、従業員・顧客・サプライヤー・株主
など、すべてのステークホルダーとの価値交換が充実し、お互いの満足感が高まる状態を継続
的に目指すことが必要と考えております。そして、これらのためには、経営基盤を支えるコー
ポレートガバナンスのさらなる高度化が必要です。そこで、女性取締役の選任による取締役会
における多様性の確保等を行い、誠実かつ良質なガバナンスの実現と継続的な向上を目指して
まいります。また、当社が社会の一員としてステークホルダーとの価値交換性を高めるために
は、まず、ステークホルダーに直接働きかける従業員の満足度を高めることが重要と考えてお
ります。継続的に、従業員の働きがいの向上を含めた従業員満足度向上のための諸施策に取り
組んでまいります。
　そして、環境の側面では、バリューチェーンにおける環境負荷の低減を目指すべく、以下の
中長期目標を設定しております。
中期目標：「2030年度までに自社操業に関連する排出量(Scope1＋2)のカーボンニュートラ

ル実現を目指す」
長期目標：「2050年度までにサプライチェーン全体の排出量(Scope1＋2＋3)のカーボンニ

ュートラル実現を目指す」
　上記の重要課題を含め、全企業活動を通じサステナブルな社会の実現に貢献する企業を目指
してまいります。
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主要な事業内容

事 業 内 容 主 要 な 製 品
精密加工装置、
精密加工ツールの製造・販売

上記に係る保守・サービス

〔精密加工装置〕
ダイシングソー
レーザソー
グラインダ
ポリッシャ
サーフェースプレーナ

〔精密加工ツール〕
ダイシングブレード
グラインディングホイール
ドライポリッシングホイール
砥石応用製品

⑸　主要な事業内容（2025年３月31日現在）
　当社グループは、当社および子会社24社、関連会社２社により構成されており、事業は、半
導体製造装置（精密加工装置）、精密加工ツールの製造・販売を主に、これらに附帯する保守・
サービス等を行っております。
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主要な営業所および工場

株式会社ディスコ

本 　 社 ・
R & D ｾ ﾝ ﾀ ｰ 東京都大田区

羽 田
R & D ｾ ﾝ ﾀ ｰ 東京都大田区

支 店 宮城県仙台市、大阪府箕面市、熊本県上益城郡

工 場 広島県呉市（２工場）、長野県茅野市
中 工 程
ﾘ ｻ ｰ ﾁ ｾ ﾝ ﾀ ｰ 熊本県上益城郡

株式会社ダイイチコンポーネンツ 本 社 東京都大田区

株式会社ディスコ
ＫＫＭファクトリーズ 本 社 東京都大田区

DISCO HI-TEC AMERICA, INC. 本 社 アメリカ合衆国カリフォルニア州サンノゼ

DISCO HI-TEC (SINGAPORE)
PTE LTD 本 社 シンガポール共和国

DISCO HI-TEC EUROPE GmbH 本 社 ドイツ連邦共和国バイエルン州ミュンヘン

DISCO HI-TEC CHINA CO.,LTD. 本 社 中華人民共和国上海市

DISCO HI-TEC TAIWAN
CO.,LTD. 本 社 中華民国新北市

DISCO HI-TEC KOREA
Corporation 本 社 大韓民国 京畿道 城南市

⑹　主要な営業所および工場（2025年３月31日現在）
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従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

従 業 員 数 ( 名 ) 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減 （ 名 ）

5,256 (1,769) 370 (214)

従 業 員 数 （ 名 ） 前事業年度末比増減(名) 平 均 年 齢 （ 歳 ） 平均勤続年数（年）

3,486（1,738） 214（206） 37.3 10.7

⑺　従業員の状況（2025年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

（注）１. 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グ
ループへの出向者を含む。）であり、臨時従業員数は( 　)内に年間の平均人員を外数で記載して
おります。

２. 臨時従業員数には、契約社員（嘱託、準社員およびパートタイマー等の臨時社員）を含み、人材
会社からの派遣社員は除いております。

３. 当社グループは単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりません。

②　当社の従業員の状況

（注）１. 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）で
あり、臨時従業員数は(　 )内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２. 臨時従業員数には、契約社員（嘱託、準社員およびパートタイマー等の臨時社員）を含み、人材
会社からの派遣社員は除いております。

⑻　主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
該当事項はありません。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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株式の状況

①　発行可能株式総数 216,000,000株
②　発行済株式の総数 108,420,665株
③　株主数 40,799名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 17,652 16.28

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 8,874 8.18

株 式 会 社 ダ イ イ チ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 5,994 5.52

株 式 会 社 Ｏ ｃ ｔ ａ ｇ ｏ ｎ Ｌ ａ ｂ 5,562 5.13

株 式 会 社 ダ イ イ チ 企 業 5,044 4.65

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 2,667 2.46

関 家 一 馬 2,100 1.93

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 1,930 1.78

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042 1,902 1.75

株 式 会 社 ブ ル ー オ ー シ ャ ン 1,777 1.63

２．会社の状況に関する事項
⑴　株式の状況（2025年３月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）持株比率は、自己株式（15,978株）を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
当社は、執行役（取締役兼務者を含む。）６名に対して譲渡制限付株式の付与のため、

2024年８月２日付で普通株式1,800株を発行いたしました。

⑥　その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
取 締 役 関 家 一 馬 指名委員兼報酬委員
取 締 役 吉 永 　 晃 DISCO HI-TEC AMERICA,INC.代表取締役会長

DISCO HI-TEC (SINGAPORE) PTE LTD代表
取締役会長
DISCO HI-TEC CHINA CO.,LTD.董事長
DISCO HI-TEC TAIWAN CO.,LTD.董事長
DISCO HI-TEC KOREA Corporation代表取締役

取 締 役 田 村 隆 夫
取 締 役 社 外　 独 立　　 稲 﨑 一 郎 指名委員長兼報酬委員長兼代表執行役評価委員
取 締 役 社 外　 独 立　　

田 村 進 一 指名委員兼報酬委員兼代表執行役評価委員
株式会社ＮＢＬ研究所取締役所長

取 締 役 社 外　 独 立　　
山 口 裕 正 監査委員兼代表執行役評価委員

取 締 役 社 外　 独 立　　 時 丸 和 好 監査委員長兼代表執行役評価委員長
取 締 役 社 外　 独 立　　

隠 樹 紀 子 監査委員兼代表執行役評価委員
アルプスアルパイン株式会社社外取締役

取 締 役 社 外　 独 立　　 松 尾 亜 紀 子 監査委員兼代表執行役評価委員
慶應義塾大学理工学部機械工学科教授

取 締 役 社 外　 独 立　　　
小 林 英 津 子 指名委員兼報酬委員兼代表執行役評価委員

東京大学大学院工学系研究科精密工学専攻教授
取 締 役 社 外　 独 立　　　

茂 木 美 樹 監査委員兼代表執行役評価委員
三井住友信託銀行株式会社フェロー役員
三井住友トラストグループ株式会社フェロー役員

(注) １. 社外取締役には、 社 外　  のマークを付しております。
２. 株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ている対象者には、 独 立　 のマークを付してお

ります。

⑵　会社役員に関する事項
①　取締役および執行役に関する事項

取締役の状況（2025年３月31日現在）

３. 監査委員 山口 裕正氏、時丸 和好氏および茂木 美樹氏は、金融関係の業務に長年携わってきた経
験と識見から、財務・会計および法務に関する相当程度の知見を有しております。

４. 監査委員 隠樹 紀子氏は、金融関係の業務に長年携わってきた経験と識見から、財務・会計に関す
る相当程度の知見を有しております。

５. 監査の実効性を高めるため、時丸 和好氏を常勤の監査委員として選任しております。
６. 2024年6月21日開催の第85回定時株主総会終結の時をもって、取締役 巳亦 力氏は、任期満了に

より退任いたしました。
７. 2024年6月21日開催の第85回定時株主総会において、小林 英津子氏および茂木 美樹氏は、新た

に取締役に選任され就任いたしました。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 執 行 役 社 長 関 家 一 馬 技術開発本部長
代 表 執 行 役 副 社 長 吉 永 　 晃 営業本部長
執 行 役 常 務 田 村 隆 夫 サポート本部長
執 行 役 常 務 阿 部 直 樹 製造本部長
執 行 役 関 家 　 薫 購買本部長
執 行 役 西 村 　 豊 広島事業所長兼情報システム部長兼広島総務部長

執行役の状況

（注）関家 一馬氏、吉永 晃氏および田村 隆夫氏は、取締役を兼務しております。

②　責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、非業務執行取締役と会社法第423条第１項

の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令
が規定する額であります。

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、当社グループ会社の取締役、監査役、執行役および管理職従業員（リーダー含む）

を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）
契約を保険会社との間で締結しております。保険料は全額会社が負担しており、被保険者がそ
の職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生
ずることのある損害について填補する内容であります。ただし、裁判所その他公的裁定機関に
よる確定判決等により認定された行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責
事由があります。
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会社役員の状況

役員区分
報酬等
の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数

（名）基本報酬
業績連動報酬等 非金銭報酬等

役員賞与 ストック
オプション

譲渡制限付
株式報酬

執行役 1,456 240 1,009 127(33) 79 6

社外取締役 136 136 - - - 9

④　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

（注）１. 上記には、2024年６月21日開催の第85回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１
名を含んでおります。

２. 取締役を兼務する執行役に対して支給された報酬等の総額及び人数については、執行役の欄に記
載しております。

３. ストックオプションのうち株式報酬型ストックオプションの金額を( )で内書表示しております。
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会社役員の状況

⑤　役員の報酬等の額またはその算定方法にかかる決定に関する方針
 報酬の目的（報酬哲学）

当社では、報酬哲学として次の報酬原則を定めています。
・株主価値向上を促進するとともに､執行役（取締役を兼務する者を含む）が株主との利益

を共有する報酬制度であること
・ディスコの事業戦略上の業績目標の達成を動機付ける報酬制度であること
・競争力ある報酬水準を提供することにより、当社の価値観であるDISCO VALUESを共有し、企業

の成長に貢献する優秀な人材が共に働いていきたいと思う報酬水準であること
・報酬制度の決定プロセスは、客観性・透明性の高いものであること

 報酬水準
報酬水準については、目的の３つ目にあるとおり、同輩企業群（半導体製造装置メーカや

半導体・電子部品メーカ、その他ベンチマークとなりえる優良企業群）と比較して「競争力
ある、遜色のない水準」を目指しています。具体的には、外資系大手コンサルティング会社
のWTW（ウイリス・タワーズワトソン）が毎年行う経営者報酬データベースに参加して、
同輩企業群の役位別報酬の中位値程度を目安として決定しています。
 非業務執行取締役の報酬

社外取締役等の非業務執行取締役の報酬については、その役割が業務執行の監督であるこ
とから、業績との連動は行わず、基本報酬のみを支給しています。
 執行役（取締役を兼務する者を含む）の報酬ミックス

執行役（取締役を兼務する者を含む）の報酬は､（ⅰ）基本報酬、（ⅱ）役員賞与、（ⅲ）
通常型ストックオプション､（ⅳ）譲渡制限付株式報酬の４種類で構成しています。このう
ち、（ⅰ）のみが固定報酬で､（ⅱ）～（ⅳ）は全て変動報酬（業績連動および評価連動）で
す。

変動報酬である役員賞与において、単年連結経常利益率30％および４年累計連結経常利益
率20％を達成した場合は、次頁の図のとおり固定報酬と変動報酬の比率は、1.0対3.25（変
動報酬の内訳は役員賞与2.25：ストックオプション0.6～1.0）になります。

また、その場合の役員賞与の内訳として利益連動賞与と個人評価賞与の比率は、４対１と
なります。

なお、役員賞与は、業績評価指標に用いる単年連結経常利益率と４年累計連結経常利益率
に連動するため、基本報酬を1.0とした場合、役員賞与の比率は0～5.625の幅で変動しま
す。
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会社役員の状況

比率
固定報酬 変動報酬
1.0 3.25

基本報酬
内訳

役員賞与
通常型
ストック
オプション

譲渡制限付
株式報酬

2.25
利益連動：個人評価

４：１※

会長･社長：0.5
副社長：0.45
専務：0.4
常務：0.35
役位なし：0.3

会長･社長：0.5
副社長：0.45
専務：0.4
常務：0.35
役位なし：0.3

金銭 非金銭

比率

※ 個人評価が標準的な評価（表４「個人評価賞与　定性評価係数」において個人評価「C」）の場合

（ⅰ）基本報酬
ベース部分の役員本給と役職・役割に応じた手当から構成され、各執行役（取締役を兼務す

る者を含む）の役職や役割に応じて報酬委員会で決議したテーブル（表１）に基づき算定して
います。
（ⅱ）役員賞与

役員賞与は、短期インセンティブとして位置付け、2018年３月期より「業績連動給与」を
導入し、執行役（取締役を兼務する者を含む）に対し、役員賞与として以下の方式に基づいて
算定される利益連動賞与（業績連動給与）および個人評価賞与を支給します。単年連結経常利
益率30％以上であり、かつ標準的な個人評価（個人評価賞与 定性評価係数「C」）の場合の
支給比率は、利益連動賞与（業績連動給与）４に対して、個人評価賞与は１となっています。

役員賞与Ⅰ.利益連動賞与 Ⅱ.個人評価賞与

基本報酬×0.4

利益連動
賞与役位別
基準額

個人評価
賞与役位別
基準額

単年
指標係数

単年
指標係数

累計
指標係数

累計
指標係数

定性評価
係数

基本報酬×0.1表２

連結
経常利益率

連結
経常利益率

４年累計連結
経常利益率

４年累計連結
経常利益率

表２表３ 表３ 表４
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Ⅰ．利益連動賞与

区 分 第84期
2022.4.1～2023.3.31

第85期
2023.4.1～2024.3.31

第86期
(当連結会計年度)

2024.4.1～2025.3.31
単 年 連 結 経 常 利 益 率 39.5% 39.7％ 42.9％
４年累計連結経常利益率 34.4% 37.0％ 40.0％

留意事項）
・本利益連動賞与は、法人税法第34条第１項第３号に規定する業績連動給与であり、支給対象は同号に規

定する業務執行役員である執行役（取締役を兼任する者を含む）です。社外取締役は含まれません。
・法人税法第34条第１項第３号イに規定する「職務執行期間開始日以後に終了する事業年度の利益の状況

を示す指標」は、単年連結経常利益率および４年累計連結経常利益率とします。
・支給する利益連動賞与の支給限度に係る法人税法第34条第１項第３号イ（１）に規定する「確定した

額」は７億１千万円を限度とします。
・本利益連動賞与には、単年連結経常利益率50％以上、かつ４年累計連結経常利益率20％以上の場合に設

計上の最大値となるよう、表５のとおり役位別上限額が設けられています。

１．算定方式
｢単年連結経常利益率20％以上｣および｢４年累計連結経常利益率20％以上｣､これらの事業戦

略上の業績指標達成を動機付けることを目的に、上記の計算式に基づき賞与額（千円未満四捨
五入）を算出します。なお、利益連動賞与役位別基準額は、表１の基本報酬に基づいて算出し
た額に0.4を乗じることで求められます。
２．業績指標を選択した理由

前記のとおり、「株主価値向上を促進するとともに､執行役（取締役を兼務する者を含む）
が株主との利益を共有する報酬制度であること」を報酬原則の第一に掲げ、２つの事業戦略上
の業績目標達成を動機付ける報酬制度としています。
・単年連結経常利益率20％以上

当社は、売上高等の規模を追うことなく、会社の成長を支える十分な「能力と構造」を備え
ることを目指しており、その達成度を計るための指標として連結経常利益率を採用していま
す。一般的には、「単年経常利益率10%以上」が優良企業のメルクマールとされておりま
すが、当社の企業理念である「DISCO VALUES」に掲げる「一級の企業活動」にふさわし
い目標値としています。

・４年累計連結経常利益率20％以上
当社の大部分のお客様が所属する半導体業界では業界特有の需給バランスにより市況が変動
するシリコンサイクルと呼ばれる景気変動の波があります。これにより、単年の成果よりも
的確に会社の成長を計ることができると考え、この４年累計連結経常利益率を重要業績指標
と位置づけています。
役員賞与に係る業績指標実績値推移　　　　　　　　　　　　　（小数第二位以下切捨て）
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執行役役位 基 準 額 取締役加算※２ 代表権加算額 COO加算額 CEO加算額※３

執 行 役 会 長 56,100

2,100 6,900 9,900 7,200

執 行 役 社 長 53,400
執行役副社長 43,800 ＋ ＋ ＋ ＋執 行 役 専 務 37,500
執 行 役 常 務 32,400
執 行 役 22,200

単年連結経常利益率※４ 単年指標係数
5％未満 0
5％以上 0.50～5.00※５

４年累計連結経常利益率※６ 累計指標係数
20％未満 1.0
20％以上 1.5

個人評価 定性評価係数
S 3.5
A 2.5
B＋ 2.0
B 1.5
C 1.0
D～F 0

表１　基本報酬　役位別基準額※１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　単位：千円

※１：役位ごとに定めた基準額に役割に応じた額を加算し算出します。
※２：執行役が取締役を兼務する場合は、加算します。
※３：CEO加算額は、CEOとCOOを兼務する場合には加算しません。
表２　単年指標係数

※４：単年連結経常利益率（％）＝単年連結経常利益÷連結売上高×100
※５：単年連結経常利益率（％）×0.1（小数第三位以下切捨て）
表３　累計指標係数

※６：４年累計連結経常利益率＝直近４年間の連結経常利益累計額÷直近４年間の連結売上高累計額
表４　個人評価賞与　定性評価係数
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役位 代表権 取締役兼務 上限額
執行役会長 あり あり 216,900 ※7

執行役会長 なし あり 174,600
執行役社長 あり あり 216,900 ※8

執行役副社長 あり あり 158,400
執行役副社長 なし あり 137,700
執行役専務 なし あり 118,800
執行役専務 なし なし 112,500
執行役常務 なし あり 103,500
執行役常務 なし なし   97,200
執行役 なし あり   72,900
執行役 なし なし   66,600

Ⅱ．個人評価賞与

留意事項）
・定性評価が下位３段階の場合は、個人評価賞与は支給しません。
・業績不振の場合は、個人評価賞与は支給しません。（単年連結経常利益率５％未満を目処）
・個人評価賞与の総支給額は、６億３千万円を限度とします。

毎月支給
される

基本報酬（年額）

係数
会長・社長：0.5
副社長：0.45
専務：0.4
常務：0.35
役位なし：0.3

付与
株式数

ストックオプション
付与個数

（端数切上げ）

ブラック・ショー
ルズ・バリュー※
（６月末時点）

100

表５　利益連動賞与　役位別上限額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　単位：千円

※７：CEOを兼務している場合
※８：COOを兼務している場合

算定方式
個人の定性評価と会社の業績から導かれる係数に応じて、前記の役員賞与の計算式により賞

与額（千円未満四捨五入）を算出します。業績評価指標のみを基準とする利益連動賞与とは異
なり、個人評価賞与は、各執行役（取締役を兼務する者を含む）に係る８段階の定性評価も併
せて反映し賞与額を算定します。なお、個人評価賞与役位別基準額は、表１の基本報酬に基づ
いて算出した額に0.1を乗じることで求められます。

（ⅲ） 通常型ストックオプション
通常型ストックオプションは、中期インセンティブとして位置付け、役位ごとに基準額を

設定し、権利付与の２年後から６年間権利行使可能としています。
なお、通常型ストックオプションは、各執行役（取締役を兼務する者を含む）への付与個

数は以下の計算式に基づいて算定されます。

※オプション評価理論に基づき算出される新株予約権の発行時点における新株予約権の公正なオプション価値
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（ⅳ） 譲渡制限付株式報酬
当社は、2004年に退職慰労金制度を廃止し、株式報酬型ストックオプション制度を採用し

ていました。さらに、この制度を廃止し執行役(取締役を兼務する者を含む)を対象とした譲
渡制限付株式報酬制度を導入しました。経営陣に現物株式を長期インセンティブ報酬として
付与し、現物株式を保有させることによって、株主とのより一層の価値共有を進めることを
目的としています。

本制度による譲渡制限期間は割当日より50年間です。ただし、取締役および執行役のいず
れも正当な理由による退任等が生じた場合には譲渡制限を解除します。

なお、各執行役(取締役を兼務する者を含む)への割当株数は以下の計算式に基づいて算定
されます。

毎月支給
される

基本報酬（年額）

係数
会長・社長：0.5
副社長：0.45
専務：0.4
常務：0.35
役位なし：0.3

割当株数※２株価※１

※１ 割当決議日前営業日の終値
※２ 当社定款第８条において当社の単元株式数を100株と規定していることから、計算の結果、割当株数に100株未満の

端数が生じる場合は、これを100株単位に切り上げます。

 マルス・クローバック
当社は、執行役による重大な法令・社内規定違反または不正行為に起因する財務諸表の修

正が必要と認められた場合、本人の作為・不作為にかかわらず当該事象に帰責性のある執行
役(以下、対象執行役)に対し、取締役会の決議を経て、以下の措置を取ります。

(ⅰ)報酬の減額、不支給または没収(マルス)
当社から対象執行役に対して支給予定の固定報酬および権利確定前のインセンティブ報酬

(賞与、通常型ストックオプション、譲渡制限付株式報酬)の全部または一部について、減額
もしくは不支給または没収の措置を取ります。

(ⅱ)報酬の返還請求(クローバック)
当社から対象執行役に対して支給した権利確定後のインセンティブ報酬(賞与、通常型スト

ックオプション、譲渡制限付株式報酬)のうち、対象執行役の行為がクローバック条項適用事
由に該当することを取締役会が決議した事業年度およびその直前３事業年度にかかる報酬に
ついて、対象執行役(退任後を含む)またはその相続人に対して返還を請求します。
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開 催 年 月 審議・決議内容

2024年４月

・2023年度分（2024年6月支給）執行役賞与の個人別支給額の決議
・2024年度執行役賞与算定方法の決議
・執行役毎賞与利益連動部分・個人評価部分上限額変更の決議
・2024年７月からの取締役・執行役の個別月額報酬案の審議
・2024年7月からの顧問の報酬の決議

2024年６月

・マルス・クローバック制度導入の決議
・役員報酬の額またはその算定方法に係る決定に関する方針変更(マルス・クローバ

ック追加)の決議
・マルス・クローバックに係る役員関連規定等の改定・新設の審議

2024年６月 ・役員報酬規程改定の決議
・2024年７月からの取締役・執行役の個別月額報酬の決議

2024年７月

・執行役に付与予定の通常型ストックオプションの個人別付与個数の決議
・通常型ストックオプションの内容決定の決議
・執行役に付与予定の譲渡制限付株式の個人別付与株数および当該株式の割当てに

際して支給する金銭債権の決議
・第２回株式報酬型ストックオプションの行使期間開始報告

2024年11月 ・外資系大手コンサルティング会社のWTW(ウイリス・タワーズワトソン)からの
経営者報酬環境の最新状況説明および他社報酬水準比較

2025年２月 ・非業務執行役員(社外取締役)報酬改定の決議
・執行役賞与制度へのESG評価導入の決議

2025年３月 ・役員報酬規程改定の決議

 役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の決定権限
当社の役員の報酬等に関する事項は、報酬委員会において決定しています。報酬委員会は

委員長１名、委員２名以上で構成し、委員長は、社外取締役が就任しています。委員および
委員長は取締役会で選定決議しています。現在は、社外取締役３名、取締役代表執行役社長
１名の計４名となっています。2024年度の報酬委員会は計７回開催しました。委員会の活動
の詳細は、以下のとおりです。

 報酬等決定のプロセス
報酬委員会は当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方

法および決議された報酬等の内容が当社の役員報酬の方針と整合していることを確認してお
り、当該決定方針に沿うものであると判断しています。
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出席状況、発言状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
稲 﨑 一 郎

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、当社の事業分野における専門家の立場から、取
締役会の意思決定の妥当性や適正性を確保するための助言や提言を行っております。同取締役は、指名
委員会、報酬委員会および代表執行役評価委員会の委員であり、当事業年度に開催された各委員会にそ
れぞれ５回全て、７回全て、７回全てに出席しております。

取締役
田 村 進 一

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、当社の事業分野における専門家の立場から、取
締役会の意思決定の妥当性や適正性を確保するための助言や提言を行っております。同取締役は、指名
委員会、報酬委員会および代表執行役評価委員会の委員であり、当事業年度に開催された各委員会にそ
れぞれ５回全て、７回全て、７回全てに出席しております。

取締役
山 口 裕 正

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、取締役会の意思決定の適正性を確保するために
必要に応じ発言を行っております。また、当事業年度に開催された監査委員会14回全てに出席し、監
査結果についての意見交換、監査事項の協議等を行っております。同取締役は、代表執行役評価委員会
の委員であり、当事業年度に開催された委員会７回全てに出席しております。

取締役
時 丸 和 好

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、取締役会の意思決定の適正性を確保するために
必要に応じ発言を行っております。また、当事業年度に開催された監査委員会14回全てに出席し、監
査結果についての意見交換、監査事項の協議等を行っております。同取締役は、代表執行役評価委員会
の委員長であり、当事業年度に開催された委員会７回全てに出席しております。

取締役
隠 樹 紀 子

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、取締役会の意思決定の適正性を確保するために
必要に応じ発言を行っております。また、当事業年度に開催された監査委員会14回全てに出席し、監
査結果についての意見交換、監査事項の協議等を行っております。同取締役は、代表執行役評価委員会
の委員であり、当事業年度に開催された委員会７回全てに出席しております。

取締役
松 尾 亜 紀 子

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、取締役会の意思決定の適正性を確保するために
必要に応じ発言を行っております。また、当事業年度に開催された監査委員会14回全てに出席し、監
査結果についての意見交換、監査事項の協議等を行っております。同取締役は、代表執行役評価委員会
の委員であり、就任以降に開催された委員会７回全てに出席しております。

取締役
小 林 英 津 子

2024年６月21日就任以降に開催された取締役会10回全てに出席し､取締役会の意思決定の適正性を確保する
ために必要に応じ発言を行っております。同取締役は､指名委員会､報酬委員会および代表執行役評価委員会の
委員であり、就任以降に開催された各委員会にそれぞれ３回全て、５回全て、６回全てに出席しております。

取締役
茂 木 美 樹

2024年６月21日就任以降に開催された取締役会10回全てに出席し､取締役会の意思決定の適正性を確保する
ために必要に応じ発言を行っております。また、就任以降に開催された監査委員会10回全てに出席し、監査
結果についての意見交換、監査事項の協議等を行っております。同取締役は、代表執行役評価委員会の委員で
あり、就任以降に開催された委員会６回全てに出席しております。

⑥　社外役員に関する事項
　他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

取締役 田村 進一氏は、株式会社ＮＢＬ研究所の取締役所長であります。当社と兼職先との間
には特別な関係はありません。

取締役 隠樹 紀子氏は、アルプスアルパイン株式会社の社外取締役であります。当社と兼職先
との間には特別な関係はありません。

取締役 松尾 亜紀子氏は、慶應義塾大学理工学部機械工学科の教授であります。当社と兼職先
との間には特別な関係はありません。

取締役 小林 英津子氏は、東京大学大学院工学系研究科精密工学専攻の教授であります。当社
と兼職先との間には特別な関係はありません。

取締役 茂木 美樹氏は、三井住友信託銀行株式会社のフェロー役員および三井住友トラストグ
ループ株式会社のフェロー役員であります。当社と兼職先との間には特別な関係はありません。
　当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

報酬等の額（百万円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 40

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 40

⑶　会計監査人に関する事項
①　名称　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査委員会は、執行役、社内関係部署および会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を
通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務遂行状況や報酬見積りの算
出根拠などを検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行って
おります。

３. 当社の重要な海外子会社につきましては、当社の会計監査人と同一のネットワークに属している
KPMGメンバーファームの監査を受けております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査委員会が選
定した監査委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およ
びその理由を報告いたします。
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会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑷　会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

⑸　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様への利益還元重視の姿勢を明確にするため、配当政策は業績連動型で
「連結半期純利益の25％」としております。
　ただし、利益水準にかかわらず、安定配当として半期10円（年20円）の配当金を維持いた
します。
　また、年度末時点で、赤字の場合を除き、配当および法人税等支払い後の現預金残高が技術
資源購入資金（技術特許購入、ベンチャーへの出資等）および設備拡張資金、有利子負債返済
資金等の予定必要資金額を超過した場合は､余剰資金の３分の１を目処に配当として上乗せい
たします。なお、３期連続で連結純利益が赤字になる場合は、上記安定配当の年20円を見直
しする可能性があります。

（注）本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てております。
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連結貸借対照表

（2025年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
退職給付に係る資産
そ の 他　

424,502
229,167

3,205
39,972
32,955
44,762
61,285
13,293
△140

229,585
204,014
103,769
18,539
1,942

62,816
16,946

246
25,324
3,510

17,952
1,131
2,729　

流 動 負 債 160,392
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 7,950
電 子 記 録 債 務 22,918
未 払 法 人 税 等 30,175
契 約 負 債 43,933
賞 与 引 当 金 41,639
製 品 保 証 引 当 金 1,866
そ の 他 11,909

固 定 負 債 991
資 産 除 去 債 務 593
そ の 他 397
負 債 合 計 161,383

純 資 産 の 部
株 主 資 本 477,838

資 本 金 22,089
資 本 剰 余 金 24,077
利 益 剰 余 金 431,718
自 己 株 式 △47

その他の包括利益累計額 13,327
その他有価証券評価差額金 348
為 替 換 算 調 整 勘 定 13,023
退職給付に係る調整累計額 △45

新 株 予 約 権 1,188
非 支 配 株 主 持 分 348

純 資 産 合 計 492,703
資 産 合 計 654,087 負 債 純 資 産 合 計 654,087

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 393,313
売 上 原 価 115,743

売 上 総 利 益 277,570
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 110,736

営 業 利 益 166,834
営 業 外 収 益

受 取 利 息 84
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 267
為 替 差 益 811
受 取 賃 貸 料 255
助 成 金 収 入 582
そ の 他 247 2,247

営 業 外 費 用
減 価 償 却 費 119
支 払 手 数 料 6
そ の 他 12 138
経 常 利 益 168,943

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 17
新 株 予 約 権 戻 入 益 6 23

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 67
特 別 退 職 金 23
建 物 解 体 費 用 730 821

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 168,146
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 47,860
法 人 税 等 調 整 額 △3,790 44,070
当 期 純 利 益 124,075
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 184
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 123,891

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2025年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
船 舶
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
特 許 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

369,639
196,315

2,879
24,260
28,594
44,374
60,959
12,258

△ 3
209,760
186,865

93,474
1,135

13,078
0

26
1,325

61,570
16,252

182
3

153
25

22,712
9

1,691
1,271
1,190

16,330
2,222

△ 3　

流 動 負 債 141,723
電 子 記 録 債 務 22,779
買 掛 金 7,434
未 払 金 6,785
未 払 費 用 2,120
未 払 法 人 税 等 27,171
契 約 負 債 42,214
賞 与 引 当 金 30,941
製 品 保 証 引 当 金 913
そ の 他 1,362

固 定 負 債 312
資 産 除 去 債 務 140
そ の 他 171
負 債 合 計 142,035

純 資 産 の 部
株 主 資 本 436,175
資 本 金 22,089
資 本 剰 余 金 24,077

資 本 準 備 金 23,170
そ の 他 資 本 剰 余 金 906

利 益 剰 余 金 390,056
利 益 準 備 金 594
そ の 他 利 益 剰 余 金 389,461

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 566
別 途 積 立 金 16,970
繰 越 利 益 剰 余 金 371,924

自 己 株 式 △ 47
新 株 予 約 権 1,188

純 資 産 合 計 437,364
資 産 合 計 579,399 負 債 純 資 産 合 計 579,399

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 331,820
売 上 原 価 112,128
売 上 総 利 益 219,691

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 76,489
営 業 利 益 143,202

営 業 外 収 益
受 取 利 息 50
受 取 配 当 金 11,062
助 成 金 収 入 172
そ の 他 600 11,886

営 業 外 費 用
為 替 差 損 214
減 価 償 却 費 108
そ の 他 4 327
経 常 利 益 154,761

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0
新 株 予 約 権 戻 入 益 6 7

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 58
特 別 退 職 金 23
建 物 解 体 費 用 730 812
税 引 前 当 期 純 利 益 153,956
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 41,132
法 人 税 等 調 整 額 △3,258 37,874
当 期 純 利 益 116,082

損　益　計　算　書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 永 井  勝
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 口 真 樹

独立監査人の監査報告書
2025年５月14日

株式会社ディスコ
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ディスコの2024年４月１日から2025年３
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、株式会社ディスコ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開
示することにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執
行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事
実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項
が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結
論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算
書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査
証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内
容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 永 井  勝
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 口 真 樹

独立監査人の監査報告書
2025年５月14日

株式会社ディスコ
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ディスコの2024年４月１日から
2025年３月31日までの第86期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開
示することにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執
行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事
実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書におい
て計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切
でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内
容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第86期事業年度の取締役及び執

行役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査委員会は、会社法第416条第１項第１号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の

内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び執
行役並びに使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査委員会が定めた監査委員会監査基準に準拠し、監査の方針、監査実施計画等に従い、

会社の内部統制部門と連携の上、取締役会、経営会議、営業戦略会議、海外現地法人会議
及びその他重要な会議に出席し、取締役及び執行役等からその職務の執行に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社・事業所・工場
に関して、業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 子会社については、海外現地法人を含め必要に応じて往査により、業務及び財産の状況を
調査したほか、子会社の代表取締役等から、業績、重要プロジェクト及びその他会社の状
況・課題について報告を受けました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査委員会の監査報告
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容並びに取締役及び執行役の職務
の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月16日
株式会社ディスコ　監査委員会
常勤監査委員 (社外取締役) 時 丸 和 好 ㊞
監  査  委  員 (社外取締役) 山 口 裕 正 ㊞
監  査  委  員 (社外取締役) 隠 樹 紀 子 ㊞
監  査  委  員 (社外取締役) 松 尾 亜 紀 子 ㊞
監  査  委  員 (社外取締役) 茂 木 美 樹 ㊞

　
以　上
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地図

開 催 日 時
2025年６月24日(火)午後２時
受付開始時刻は午後１時とさせていただきます。

ユニバーサルデザイン（UD）の
考えに基づいた見やすいデザイン
の文字を採用しています。

株主総会会場ご案内図
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京急空港線
天空橋駅

東京モノレール
天空橋駅

コングレスクエア羽田
「羽田イノベーションシティ」ゾーンJ

天空橋駅

場　　　　所　　コングレスクエア羽田（「羽田イノベーションシティ」ゾーンＪ）
東京都大田区羽田空港一丁目１番４号

交通のご案内　　京浜急行電鉄空港線・東京モノレール「天空橋駅」HIcity口改札直結

・開催場所が昨年と異なっております。お間違えのないようご注意下さい。
・開会時刻間際には会場受付が大変混雑いたしますので、お早目のご来場をお願い申し上げます。
・株主総会当日はお土産のご用意はございません。




